
１ はじめに

これまで、生涯学習推進の効果については社会教育費への財政投入及び学習行動が地域社会にどの
ような影響を及ぼしているかといった観点から分析し、わずかながらも社会教育費の財政投入は市民
性の育成、安全・安心等に効果があり、学習行動は職業、健康等に効果がある、といった仮説を提出
した（１）。しかし、社会教育費といってもさまざまな経費が含まれているし、今後の財源が限られる高
齢社会にあっては経費よりもむしろ事業のアウトプットでどれほどの効果（アウトカム）が期待でき
るのかが問われることになるのではないかと思われる。また、財政が逼迫している折に公費をかけて
趣味・教養関係の事業を行う必要があるのかといった声が強く上がっているので、学習内容の違いで
効果がどのように異なるのかについても解明する必要がある。そこで、今回は事業のアウトプットと
して、主として公的機関・施設等が実施する講座等の受講者率を取り上げ、それらの効果を学習内容
別に検討することにした。

もちろん、人々の生涯学習は公的機関・施設等の講座等の受講に限られるものではなく、学習内容
別の学習率も分析する必要がある。これまでの学習行動の分析では「社会生活基本調査」のデータを
活用したため学習・研究行動、スポーツ行動、趣味・娯楽行動といった分類であり、もう少し詳しい
学習内容分類に基づく分析が課題となっていた。そこで本稿では、学習内容別学習率の地域指標に対
する効果も分析することにした。

２ 研究方法

地域指標との関係を分析するに当たり、講座等受講者率については、平成２０年の社会教育調査を用
いて公的機関・施設等を中心とした講座等を取り上げ、学習内容別にみることにした。この場合の受
講者率とは人口１００人当たりの「延べ」の受講者数のことである。講座等には、学級講座のほかに研
究会や読書会等も含めたが、集会等は除いてある。社会教育調査を用いたため、教育委員会、首長部
局、社会教育施設のほかに独法や民間の博物館、文化会館などの講座等も含んでいるが、民間教育機
関等の講座は含まれていない。また、学習内容別の学習率については、内閣府が実施した平成２０年の

「生涯学習に関する世論調査」の地域ブロック別のデータを使った（２）。
これらの調査データでは、学習内容分類は次の通りとなっている。
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・教養の向上（以下、教養関係という）
・趣味・けいこごと（以下、趣味関係という）
・体育・レクリ―ション（以下、体育関係という）
・家庭教育・家庭生活（以下、家庭関係という）
・職業知識・技術の向上（以下、職業関係という）
・市民意識・社会連帯意識（以下、市民意識関係という）
・指導者養成及び指導者研修（専門職・職員研修、団体研修、市民対象の指導者養成講座等を含

めたもの。以下、指導者養成研修という。）
【学習率】

・趣味的なもの
・教養的なもの
・健康・スポーツ
・家庭生活に役立つ技能（以下、家庭生活技能という）
・育児・教育
・職業上必要な知識・技能（以下、職業上の知識技術という）
・パソコン・インターネットに関すること（以下、パソコン・インターネットという）
・ボランティアやそのための知識・技能（以下、ボランティア関係という）
・自然体験や生活体験等の体験活動（以下、自然体験等という）
・学校の正規課程での学習（以下、学校の正規課程という）
・その他

学習内容別講座等受講者率については、次の１）と２）のような観点からも分析を行った。
１）東京都と沖縄県を除く４５道府県全体
２）高齢化率が「低の県」、「中の県」「高の県」（東京都と沖縄県を除く）
高齢化率に着目したのは、ⅰ）地域指標が高齢化の影響を大きく受けている、ⅱ）今後の少子高齢

化の進行への対応は避けて通れない課題になる、と考えたからである。また、東京都と沖縄県を除い
た理由であるが、東京都の場合は１人当たりの県民所得が飛びぬけて高く、沖縄県の場合は高齢化率
が飛びぬけて低く（３）、それらの特殊性から地域指標等が外れ値になる可能性があると考えたからであ
る（４）。なお、学習内容別学習率については、都道府県別データがないため地域類型別の分析は行って
いない。

効果を分析する方法としては相関係数を用いた。

３ 地域指標の構造の枠組み

地域指標にはさまざまなものがあるので、まずは生涯学習推進との関係を検討する際の枠組みを提
示しておくことにしよう。

生涯学習推進に関係がありそうな要因を地域指標として取り出し、それらの関連を影響の与え方か
ら構造化したものが図１である。矢印は影響の方向を表している。今回は主に県レベルのデータを使っ
ているので、地域指標も県レベルの指標を示している。

図１では、地域社会に大きな影響を与えるものとして高齢化があり、高齢化が県民所得に影響を与
え、それが県の財政力に影響を与え、県財政の中での人件費割合や警察費割合、老人医療費、老人福
祉割合、社会教育費等も高齢化の影響を受けて決まるのではないかといった構造になっている。さら
に、社会教育費が公的機関・施設等の講座等受講者率や学習率に影響を与え、講座等受講者率や学習
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率が市民性育成の一面を表すボランティア活動率や地域の安全・安心の一面を表す犯罪率、健康、中
高年者就職率、個人レベルの経済的豊かさ等に影響を与えるのではないかと考えた。したがって、講
座等受講者率や学習率といった生涯学習推進の直接的な効果は図１の右側の４つの要因で示されるこ
とになる。さらにそれらに対して効果があれば、県財政等に対して何らかの影響を与えると考え、そ
のような間接的な影響については点線の矢印で示した。

この図１に即して地域指標を具体的にあてはめて、影響の程度をひし形の数値で示したものが、下
の図２である。ひし形の中の数値は矢印の元にある地域指標と矢印の先の地域指標の間の相関係数で
ある。さらに、高齢化は地域指標に直接影響を与えているのではないかと考え、それぞれの地域指標
の下に高齢化率との相関係数も記した。なお、一番右の三番目の「健康」のところは適切な地域指標
を探すことができなかったことから、今回は参考として、人々の健康が影響を与えると推測できる「受
給対象者１人当たりの老人医療費」や「県財政の老人福祉割合」でみることにした。なお、「県財政

（行政）の財政力指数」「県財政の人件費割合」「県財政の警察費割合」もあくまでも参考としてあげ
ることにした（５）。

図１ 地域の要素間の構造

図２ 地域指標間の関連

４ 地域類型別にみた地域指標と学習内容別講座等受講者率の相関

まず、地域類型別に地域指標と講座等受講者率とがどのような関係にあるかをみてみよう。図２の
地域指標の構造枠組みから講座等受講者率の効果と予想できるところから取り上げることにする。

表１はボランティア活動率と講座等受講者率の関係を示したものである。４５道府県の場合、「職業
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関係」の講座等を除き、いずれも正の相関が強くみられ、高齢化が低い府県や高齢化が高い県では「職
業関係」「体育関係」を除く学習内容で比較的強い正の相関がみられる。相関係数では因果関係を確
定することはできないが、講座等受講者とボランティア活動が盛んになると考えた方が逆の因果関係
を考えるよりも自然であるので、公的機関・施設等の講座等受講者率のアップはボランティア活動を
盛んにする効果があると予測できる。しかもその傾向は「教養関係」「趣味関係」等の講座等にも当
てはまるのである。

参考までに県財政の人件費割合との相関をみてみると（表２）、４５道府県では「体育関係」「指導者
養成研修」を除き、比較的強い負の相関がみられ、講座受講者率が高い地域では人件費比率は低いと
いう傾向がみられる。地域類型別でみると相関は必ずしも明確ではないが、それでもすべての地域類

表３ 刑法犯認知率（人口１００人当たり）と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 －０．３６６＊ －０．３７ －０．２９２ ０．１０３
教 養 関 係 －０．４４５＊＊ －０．４１９ －０．０１３ －０．３２９
趣 味 関 係 －０．４２７＊＊ －０．４５２ －０．３３８ ０．０３８
体 育 関 係 －０．１５ －０．１３５ －０．５１７＊ ０．１０４
家 庭 関 係 －０．４０８＊＊ －０．４２５ －０．４４８ －０．１５９
職 業 関 係 －０．３５４＊ －０．３３５ －０．１９３ －０．１０４
市 民 意 識 関 係 －０．４３５＊＊ －０．３４ －０．３３１ －０．１６
指導者養成研修 －０．３９＊＊ －０．５４６＊ －０．０１７ －０．２４１

表２ 県財政の人件費割合と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 －０．３５＊ －０．００２ －０．２９１ －０．１０４
教 養 関 係 －０．３７＊ －０．０３８ －０．２６ －０．０５４
趣 味 関 係 －０．４１＊＊ －０．１３１ －０．１６７ －０．１４２
体 育 関 係 －０．２６ －０．１１４ －０．５２ －０．３６１
家 庭 関 係 －０．４３＊＊ －０．１７３ －０．３０２ －０．３６５
職 業 関 係 －０．４＊＊ －０．４４９ －０．１７４ －０．１５７
市 民 意 識 関 係 －０．４１＊＊ －０．０８６ －０．４０７ －０．１９２
指導者養成研修 －０．２９ －０．０６７ －０．０２５ －０．０６９

表１ ボランティア活動率と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 ０．６２＊＊ ０．６４＊ ０．５１２＊ ０．６７２＊＊

教 養 関 係 ０．５６７＊＊ ０．６６３＊＊ ０．４７５ ０．５７８＊

趣 味 関 係 ０．５５３＊＊ ０．６７９＊＊ ０．４７２ ０．５４７＊

体 育 関 係 ０．３８６＊＊ ０．２４４ ０．４６３ ０．４８４
家 庭 関 係 ０．５８９＊＊ ０．５９９＊ ０．４７ ０．７３８＊＊

職 業 関 係 ０．１８６ ０．３４ －０．１６ ０．１０８
市 民 意 識 関 係 ０．５４３＊＊ ０．５５８＊ ０．２１６ ０．７３９＊＊

指導者養成研修 ０．４６８＊＊ ０．６２２＊ ０．２５１ ０．５８７＊

＊＊１％水準で有意。＊５％水準で有意。以下、表１０まで同じ。
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型のすべての学習内容で負の相関を示している。
次に犯罪率との関係をみてみよう。１００人当たりの刑法犯認知率との相関をみると（表３）、４５道府

県の場合「体育関係」を除きいずれの学習内容でも負の相関が高くなっている。高齢化の観点でみた
地域類型別では、高齢化「低」の府県の「指導者養成研修」や高齢化「中」の道県の「体育関係」で
負の相関がみられ、他の学習内容でも値は小さいものの相関係数は負の値となっている。この場合も
犯罪率が講座等受講者率に影響を与えているとは考えられないので、公的機関・施設等の講座等受講
者率がアップすると犯罪率は低下する傾向があるとみることができる。ただし、地域類型別の場合で
もほぼ同様の傾向がみられるが、サンプル数が４５にすぎないこともあり誤差が大きくなっている。

参考として県財政の警察費割合と講座等受講者率の関係をみると（表４）、この場合も刑法犯認知
率とほぼ同様の傾向がみられる。講座等受講者率は警察費割合の抑制にも関連があるのかも知れない。

表６ 県財政の老人福祉費割合と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 －０．２４４ －０．０４１ －０．３０６ －０．０６９
教 養 関 係 －０．２４９ －０．２１６ －０．３０６ －０．０１１
趣 味 関 係 －０．２１３ －０．０９４ －０．２４３ ０．０６８
体 育 関 係 －０．２５４ －０．０４１ －０．４３８ －０．２４７
家 庭 関 係 －０．２５４ －０．１７ －０．１６３ －０．２０３
職 業 関 係 －０．２５５ －０．２８５ ０．０４５ －０．２４１
市 民 意 識 関 係 －０．２７３ －０．０４６ －０．２８２ －０．１８９
指導者養成研修 －０．１４ －０．０６ －０．０４ ０．０４

表５ 受給対象者１人当たりの老人医療費と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 －０．０３６ ０．０９７ －０．１７１ ０．０６４
教 養 関 係 －０．０２２ －０．１１６ －０．３０６ －０．０１１
趣 味 関 係 ０．０５２ －０．１４８ －０．１８４ ０．３４２
体 育 関 係 －０．０１２ ０．２０６ ０．０５７ －０．２４７
家 庭 関 係 －０．１５６ －０．２１５ －０．１０９ －０．１４９
職 業 関 係 －０．０６２ －０．４９４ ０．０４９ ０．１９８
市 民 意 識 関 係 ０．０５５ －０．０５１ ０．３８ －０．０９１
指導者養成研修 －０．０３３ －０．０８４ －０．００７ ０．０１７

表４ 県財政の警察費割合と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 －０．３７８＊ －０．１９ －０．２４７ －０．０２９
教 養 関 係 －０．４３６＊＊ －０．４０４ －０．２７３ －０．１６５
趣 味 関 係 －０．４４４＊＊ －０．４２６ －０．２１５ －０．０５２
体 育 関 係 －０．１５１ －０．０２２ －０．３９５ －０．３４９
家 庭 関 係 －０．４１３＊＊ －０．５２＊ －０．２７１ －０．１６
職 業 関 係 －０．４２８＊＊ －０．５５４＊ ０．０９８ －０．２９３
市 民 意 識 関 係 －０．４２７＊＊ －０．４０７ －０．１４３ －０．１１
指導者養成研修 －０．３１２＊ －０．２１１ ０．０２４ ０．０９７
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次に健康に関わる地域指標として参考までにあげた受給対象者１人当たりの老人医療費（表５）と
県財政の老人医療費割合（表６）の関係をみてみよう。いずれでも、相関係数の値が小さいため、はっ
きりした傾向はわからない。あえていえば、いずれの地域類型でもほとんどの学習内容で負の相関が
みられ、老人医療費や老人福祉関係経費を抑制する方向に影響を与えているのではないかと予想され
る。そのようなことがいえるのであれば講座等の受講は健康に好影響を与えていることになるが、そ
の解明は今後の課題である。

個人レベルの経済的効果として、今回は１勤労者世帯当たり実収入と中高年者就職率を取り上げた
が、前者についてはほとんど関係がみられず、講座等の受講は収入増には結びついていないようであ
る（表７）。後者について４５道府県の相関係数をみると（表８）、講座等の受講者が多い道府県では中
高年者就職率もアップする傾向がみられ、特に「教養関係」や「市民意識関係」でその傾向がみられ

表９ １人当たり県民所得と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 －０．１１７ ０．１３１ ０．５５８＊ －０．１２
教 養 関 係 －０．２３８ －０．１４８ ０．２３６ －０．１０２
趣 味 関 係 －０．２８３＊ －０．０６２ ０．４３１ －０．３６４
体 育 関 係 －０．００８ ０．２ ０．２２４ －０．２４８
家 庭 関 係 －０．２９６＊ －０．４０２ ０．１４９ －０．１０４
職 業 関 係 －０．３１５＊ －０．０６５ －０．１５９ －０．１７３
市 民 意 識 関 係 －０．３４４＊ －０．５１３ ０．０９７ －０．１１７
指導者養成研修 －０．１５３ ０．１４８ ０．１２８ ０．１５１

表８ 中高年者就職率（４５歳以上）と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 ０．３３＊ ０．３５ ０．４２８ ０．０８６
教 養 関 係 ０．４７５＊＊ ０．１７１ ０．３４１ ０．４４１
趣 味 関 係 ０．１８９ ０．４１１ ０．２８５ －０．２３４
体 育 関 係 ０．２２５ ０．４４５ ０．４２８ －０．０５
家 庭 関 係 ０．２２９ ０．１６５ ０．０６８ ０．１９５
職 業 関 係 ０．０６ ０．３６８ －０．３６５ －０．０２
市 民 意 識 関 係 ０．３５１＊ ０．０７５ ０．４１６ ０．２０２
指導者養成研修 ０．２７１ ０．２９１ ０．２５６ ０．０１９

表７ １勤労者世帯当たり実収入と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 ０．１３６ －０．１１６ ０．５１４＊ －０．１７１
教 養 関 係 ０．１０２ －０．４ ０．３１５ ０．０３２
趣 味 関 係 ０．１３８ －０．０４２ ０．４６７ －０．１８１
体 育 関 係 ０．０９ ０．１２２ ０．３６５ －０．３７
家 庭 関 係 －０．０７３ －０．４９９ ０．１２４ －０．１８５
職 業 関 係 －０．００４ －０．１２ －０．３２５ ０．１９３
市 民 意 識 関 係 －０．０８ －０．５０８ ０．２１７ －０．２４７
指導者養成研修 ０．０６３ ０．０７７ －０．０３２ －０．１９７
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る。高齢化率「低」の府県の「体育関係」「趣味関係」、高齢化率「中」の道県の「体育関係」「市民
意識関係」、高齢化率「高」の県の「教養関係」でも相関係数は０．４以上の値となっている。

参考までに地域レベルの経済的効果として１人当たりの県民所得と県財政（行政）の財政力指数を
取り上げたが、４５道府県の場合いずれも負の相関になっており、地域レベルの経済的効果にほとんど
無関係であることがわかる（表９、表１０）。ただし、１人当たりの県民所得の場合、高齢化率「中」の
道県の「受講者全体」で正の相関がみられる。

なお、ここでは経済的効果という言葉を使ったが、個人レベル、地域レベルとも講座等の受講が経
済に直接影響を与えているとは考えにくい。個人レベル、地域レベルともに他の要因が影響している
のではないかと思われ、その解明は今後の課題である。

５ 地域指標と学習内容別学習率の関係

地域指標と学習率の関係は、地域指標と社会教育との関係とは異なる傾向がみられることは過去の
分析でも明らかになっている（６）。学習内容別の講座等受講者率と学習内容別学習率との場合はどうで
あろうか。ここでは、先に見た講座等受講者率と対比できるように同じ順に地域指標を取り上げ、地
域指標と内容別学習率との関係をみることにした。

学習率のボランティア活動率との相関は（表１１）、講座等受講者率の場合とは正反対に、ほとんど
の学習内容でボランティア活動率とは負の相関を示しており、学習率の高い地域ではボランティア活
動率は低下する傾向がみられる。正の相関を示しているのは「ボランティア関係」と「育児・教育」
であるが、相関係数の値はそれほど高くはない。逆に「全体」「健康・スポーツ」等で負の値が大き
くなっている。また、刑法犯認知率との相関でも同様に、ほとんどの学習内容で講座等受講者率とは
反対の傾向がみられ（表１２）、正の相関がみられる。

健康に関わる参考指標として受給対象者１人当たりの老人医療費と県財政の老人福祉費割合を取り
上げたが、前者の場合（表１３）「趣味的なもの」「育児・教育」で学習率がアップすると老人医療費が
低下する傾向がわずかにみられる。しかし、「健康・スポーツ」では相関係数が０．５２４と、「健康・ス
ポーツ」の学習がよく行われる地域の方が老人医療費はアップすることを示しており、これだけでは
説明がつかず多様な要因が背後で影響を与えていることがうかがえる。また、老人福祉費割合の場合
は（表１４）、「ボランティア関係」で相関係数が－０．５１５となっており、この領域の学習がよく行われ
る地域では老人福祉割合が抑えられていることが分かる。

１勤労世帯当たり実収入の相関係数の絶対値が０．４以上のところとしては（表１５）、「育児・教育」が
あり、学習率が高い地域では実収入も高い傾向がみられる。一方、「学校の正規課程」では逆の傾向

表１０ 県財政（行政）の財政力指数と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 －０．４２＊＊ －０．４０２ ０．２４３ －０．４
教 養 関 係 －０．４＊＊ －０．３５５ ０．０６２ －０．１２４
趣 味 関 係 －０．４８＊＊ －０．５６９＊ ０．２ －０．５１８
体 育 関 係 －０．２１ －０．３１６ －０．０４７ －０．４７６
家 庭 関 係 －０．４３＊＊ －０．４５４ －０．１１６ －０．２６８
職 業 関 係 －０．４１＊＊ －０．１０６ －０．１０１ －０．４０９
市 民 意 識 関 係 －０．４９＊＊ －０．５４７＊ －０．０６５ －０．３７５
指導者養成研修 －０．３６＊＊ －０．４０４ ０．０９５ －０．０６１
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表１３ 受給対象者１人当たりの老人医療費と
学習率の相関

表１４ 県財政の老人福祉費割合と
学習率の相関

全体 ０．３３ 全体 ０．１５４
教養的なもの ０．０５８ 教養的なもの －０．３６１
趣味的なもの －０．３８４ 趣味的なもの ０．０９２
健康・スポーツ ０．５２４ 健康・スポーツ ０．０８６
家庭生活技能 ０．３９１ 家庭生活技能 ０．１０９
育児・教育 －０．３８５ 育児・教育 ０．１２４
職業上の知識技術 －０．０２ 職業上の知識技術 －０．１７２
パソコン・インターネット －０．０３６ パソコン・インターネット －０．０９４
ボランティア関係 －０．１４３ ボランティア関係 －０．５１５
自然体験等 ０．２４３ 自然体験等 －０．３５６
学校の正規課程 ０．４５２ 学校の正規課程 －０．１７７
その他 ０．３４７ その他 ０．１４５

表１５ １勤労世帯当たり実収入と
学習率の相関

表１６ 中高年者就職率（４５歳以上）と
学習率の相関

全体 －０．１６１ 全体 ０．３３９
教養的なもの －０．０３６ 教養的なもの ０．３０９
趣味的なもの ０．０６２ 趣味的なもの ０．０７３
健康・スポーツ －０．２４ 健康・スポーツ ０．５２９
家庭生活技能 －０．２３７ 家庭生活技能 ０．１８２
育児・教育 ０．５７４ 育児・教育 －０．２９７
職業上の知識技術 －０．０５９ 職業上の知識技術 ０．３９９
パソコン・インターネット ０．０６２ パソコン・インターネット ０．２９８
ボランティア関係 ０．１１６ ボランティア関係 ０．６８５
自然体験等 －０．３４５ 自然体験等 ０．６９６
学校の正規課程 －０．４２３ 学校の正規課程 ０．１８３
その他 －０．０１６ その他 ０．０２９

表１１ ボランティア活動率と
学習率の相関

表１２ 刑法犯認知率（人口 100 人当たり）と
学習率の相関

全体 －０．５３８ 全体 ０．５６７
教養的なもの －０．３８６ 教養的なもの ０．２８８
趣味的なもの －０．０１１ 趣味的なもの ０．４４１
健康・スポーツ －０．４５７ 健康・スポーツ ０．２９７
家庭生活技能 －０．３１６ 家庭生活技能 ０．１０５
育児・教育 ０．２７８ 育児・教育 ０．０１８
職業上の知識技術 －０．００９ 職業上の知識技術 ０．２３７
パソコン・インターネット －０．２６２ パソコン・インターネット ０．３３９
ボランティア関係 ０．３３２ ボランティア関係 －０．３２１
自然体験等 －０．１９４ 自然体験等 －０．１２６
学校の正規課程 －０．２６ 学校の正規課程 －０．０８３
その他 ０．１５５ その他 －０．３１
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がみられるが、その他の学習内容では相関係数の絶対値が小さくはっきりした傾向はみられない。た
だし、中高年者就職率との関係になると（表１６）、「ボランティア関係」や「自然体験等」「健康・ス
ポーツ」で相関係数は０．５以上の値になっており、これらの学習者が多い地域で中高年者就職率が高
くなる傾向がみられる。

一方、１人当たりの県民所得との関係では「趣味的なもの」「職業上の知識技術」で相関係数が０．４
以上となっており（表１７）、県財政（行政）の財政力指数との関係では「教養的なもの」「趣味的なも
の」「職業上の知識技術」の相関係数が０．４以上となっている（表１８）。これらの関係については学習
が地域経済に影響を与えているというよりも経済力のある地域でこれらの学習がよく行われるとみる
方が自然のように思われる。

６ 地域指標と学習内容の関係

次に、各地域指標に対して、学習内容別にみた講座等受講者率と学習率がどのような位置にあるか
をみてみることにしよう。図３～図９は地域指標別に地域指標と学習内容別の講座等受講者率、学習
率との関係を示したものである。横軸は地域指標と講座等受講者率の相関係数を、縦軸は地域指標と

表１７ １人当たり県民所得と
学習率の相関

表１８ 県財政（行政）の財政力指数と
学習率の相関

全体 ０．２７６ 全体 ０．３５５
教養的なもの ０．３３９ 教養的なもの ０．４６８
趣味的なもの ０．４８８ 趣味的なもの ０．４６
健康・スポーツ ０．０５１ 健康・スポーツ ０．０９８
家庭生活技能 －０．３９３ 家庭生活技能 －０．３２８
育児・教育 ０．０９１ 育児・教育 －０．１０３
職業上の知識技術 ０．４３１ 職業上の知識技術 ０．４６
パソコン・インターネット ０．２７７ パソコン・インターネット ０．３２６
ボランティア関係 ０．０１９ ボランティア関係 －０．０７６
自然体験等 －０．２０２ 自然体験等 －０．１１５
学校の正規課程 －０．２０５ 学校の正規課程 －０．０１１
その他 －０．３５７ その他 －０．４５４

表１９ 図３～図９の学習内容と講座等受講者率、学習率の学習内容の関係
図３～図９ 講座等受講者率 学習率

全体 人口１００人当たりの受講者率
（指導者養成研修を含む）

学習したことがある人の比率
（自然体験等、学校の正規課程、そ
の他を含む）

教養 教養関係 教養的なもの
趣味 趣味関係 趣味的なもの
家庭・育児 家庭関係 家庭生活技能、育児・教育
スポーツ 体育関係 健康・スポーツ
職業 職業関係 職業上の知識技術、パソコン・イン

ターネット
市民意識 市民意識関係 ボランティア関係
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学習率との相関係数を示している。
講座等受講者率のデータと学習率のデータとでは学習内容の分類が若干異なっているので、ここで

は両者が比較的共通している学習内容を取り上げた。図中の学習内容と講座等受講者率、学習率の学
習内容との関係は表１１のようになっている。

ボランティア活動率との関係をみると（図３）、講座等受講者率、学習率ともにボランティア活動
の活発化に関連があるのは「市民意識」の学習となっており、当然といえば当然ともいえるであろう。
前述したように、公的機関・施設等の講座等受講者率の場合はいずれでもボランティア活動率と正の
相関があるが、学習率の場合は「市民意識」を除いては負の相関を示している。

１人当たりの刑法犯認知率との関係をみると（図４）、この場合も「市民意識」の学習は公的機関・

図３ ボランティア活動率から
みた内容別生涯学習

図４ １００人当たり刑法犯認知件数から
みた内容別生涯学習

図５ 県財政の警察費割合から
みた内容別生涯学習

図６ 受給対象者１人当たりの老人医療費
からみた内容別 生涯学習
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施設等の講座等受講者率、学習率とも負の相関となっており、地域の安全・安心に寄与する傾向がみ
られる。参考までに、県財政の警察費割合との関係をみると（図５）、「市民意識」や「家庭・育児」
で、講座等受講者率も学習率も負の相関を示している。

受給対象者１人当たりの老人医療費との関係では（図６）、「趣味」の学習率が老人医療費をやや抑
制する傾向を示しており、県財政の老人福祉費割合との関係では（図７）、「市民意識」や「教養」の
学習率が老人福祉費割合を抑制する傾向を示している。

中高年者就職率との関係についてみると（図８）、ほとんどの学習内容で講座等受講者率、学習率
ともに正の相関がみられる。特に「市民意識」の学習でその傾向がはっきりみられる。

７ おわりに

ほとんどの学習内容で、地域指標と公的機関・施設の講座等受講者率の関係は個人学習等も含めた
学習率の場合とは全く異なる様相を示している。公的機関・施設の講座等は地域づくりに寄与する可
能性が高く、他の学習機会とは違った教育力を有しているのかもしれない。もしそうであれば“公共
性”の意味を検討する上での重要な鍵が潜んでいるように思われる。両者の違いについて、今後さら
に探る必要がある。

学習内容別でみると、地域の活性化、安全・安心、中高年者就職率、健康等の全般に関わって何ら
かの意味がありそうな領域は「市民意識」であることがわかる。また、財政難の今日、「教養関係」や

「趣味関係」の学習に公費を投入することはとかく批判されがちであるが、公的機関・施設の講座等
の場合それらの学習は地域の活性化や安全・安心に、さらに「教養関係」の講座等では中高年者就職
率にもそれなりの効果がありそうである。

今回は相関係数を使って分析を試みたが、前述の通り相関係数では因果関係は特定できず、見かけ
の相関を示していることも考えられる。地域指標と講座等受講者率や学習率とが見かけの相関を示し
ているとすれば、その要因として地域の高齢化がまずあげられるであろう。そこで、先にあげた図２
では高齢化とそれぞれの地域指標との相関係数を図中に示した。また、高齢化率と講座等受講者率、

図７ 県財政の老人福祉費割合から
みた内容別生涯学習

図８ 中高年者就職率（４５歳以上）から
みた内容別生涯学習
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学習率の相関をみると（図９）、「家庭・育児」を除
き、高齢化している地域で講座等受講者率は高いも
のの学習率では逆の傾向がみられ、特に「職業」や

「趣味」でそのような傾向が顕著となっている。た
だし、地域類型別に講座等受講者率をみると（表
１９）、高齢化「中」の道県等の場合、負の相関もみ
られ、必ずしも高齢化している地域で講座等受講者
率が高いとはいえないことにも注意する必要がある。

見かけの相関にはその他の要因も当然あるであろ
うし、その特定は決して容易なことではない。した
がって、本稿では地域指標と学習内容別講座等受講
者数、学習内容別学習率の関係についての手がかり
を提示したにとどまることをお断りしておこう。講
座等受講者率については、講座受講が地域指標に影
響を与えている分析を違う角度からも行っている
が、紙枚の関係からそれについては他稿に譲ること
にする（７）。

さらに、表1～10から、高齢化が進行している「高
齢化：高」の地域にあっては相関がみられなくなる地域指標が多くみられ、高齢化が進行すると今回
の分析結果は意味を失う可能性があることを示しているようにも思われる。したがって、高齢化がさ
らに進行した場合には、他の地域指標を探すことが必要になるのかもしれない。それについての分析
は今後の課題である。

【注】
（１）これまでの主な先行研究は、浅井経子「社会教育への財政投入の効果に関する研究―職業関係の地域指標の

場合―」八洲学園大学紀要第３号、平成１９年３月、同「生涯学習推進の効果に関する分析―ボランティア活
動率、投票率、犯罪率への社会教育費の効果―」日本生涯教育学会論集２８、平成１９年７月、同「地域指標と
の関連からみた生涯学習支援と生涯学習の構造―生涯学習推進の効果分析を通して―」日本生涯教育学会論
集２９、平成２０年９月、同「生涯学習推進の効果・その１、その２」『生涯学習研究 e 事典』平成２１年８月等
である。

表２０ 高齢化率と講座等受講者率の相関
４５道府県 高齢化：低 高齢化：中 高齢化：高

受 講 者 全 体 ０．３７８＊ ０．０２８ －０．２９９ ０．０２１
教 養 関 係 ０．３４６＊ －０．０６８ －０．２５６ －０．１２１
趣 味 関 係 ０．４８８＊＊ ０．３６６ －０．２１９ ０．２２９
体 育 関 係 ０．１０９ ０．２２８ －０．２９１ ０．１４６
家 庭 関 係 ０．４２５＊＊ ０．１２１ －０．０７７ ０．１１６
職 業 関 係 ０．５２５＊＊ ０．４４２ ０．０８２ ０．４１１
市 民 意 識 関 係 ０．３７＊ ０．２１９ －０．２４１ －０．０５１
指導者養成研修 ０．４１４＊＊ ０．２０６ ０．１２４ ０．０４

＊＊１％水準で有意。 ＊５％水準で有意。

図９ 高齢化率からみた内容別生涯学習
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（２）内閣府「生涯学習に関する調査」では、北海道、東北、関東、北陸、東山、東海、近畿、中国、四国、九州
の１０の地域ブロックに分けている。

（３）東京都の一人当たりの県民所得が他の道府県に比して飛びぬけて高く、沖縄県の高齢化率が他の都道府県に
比して飛びぬけて低いことについては、図１０、図１１を参照のこと。

（４）今回取り上げる道府県の高齢化率による分類は表２１のようになっている。
（５）今回用いたデータは表２２のようになっている。出典は次の通りである。

①「社会教育調査」平成２０年度
http : //www.e-stat.go.jp/SG１/estat/NewList.do?tid＝０００００１０１７２５４

②「生涯学習に関する世論調査」平成２０年
http : //www８.cao.go.jp/survey/h２０/h２０－gakushu/index.html

③「社会生活統計指標－都道府県の指標－２０１０」
http : //www.stat.go.jp/data/ssds/５.htm

（６）「地域指標との関連からみた生涯学習支援と生涯学習の構造―生涯学習推進の効果分析を通して―」前掲論
文等を参照のこと。

（７）浅井経子「生涯学習推進計画立案のためのガイドライン作成に向けて」日本生涯教育学会論集３２、平成２３年
９月刊行予定を参照のこと。

図１０ 都道府県の１人当たりの県民所得
表示されているのは２４都府県であるがデータは４７都道府県である。

図１１ 都道府県の高齢化率
表示されているのは２４都府県であるがデータは４７都道府県である。
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表２１ 高齢化率の程度による４５道府県の類型
類型 最小値～最大値 道府県名

高齢化・低 １９．１％～２２．６％
埼玉県、神奈川県、愛知県、滋賀県、千葉県、栃木県、大阪府、
茨城県、福岡県、宮城県、兵庫県、京都府、群馬県、静岡県、奈
良県（１５府県）

高齢化・中 ２２．９％～２５．２％
石川県、岐阜県、広島県、三重県、北海道、山梨県、佐賀県、福
島県、福井県、岡山県、青森県、香川県、熊本県、富山県、長崎
県、宮崎県（１６道県）

高齢化・高 ２５．５％～２８．６％
新潟県、長野県、鳥取県、愛媛県、大分県、鹿児島県、和歌山県、
徳島県、岩手県、山形県、山口県、高知県、秋田県、島根県（１４
県）

表２２ 活用したデータについて

項目
最小値と最大値

（東京都と
沖縄県を除く）

備考 年度
［注］⑸の

出典の
番号

講座等受講者率 ２３．１４人～
１１７．７６人

人口１００人当たりの学級講座・研究会・
読書会等の受講者・参加者数

H１９年度 ①

教養関係講座等
受講者率

１．９７１人～
２４．２８人

首長部局、博物館・文化会館（独法・
民間を含む）の学級講座を含む

H１９年度 ①

趣味関係講座等
受講者率

１．６３人～
２２．６７人

首長部局の学級講座、教室を含む H１９年度 ①

スポーツ関係講
座等受講者率

４．２３人～
３１．３８人

首長部局の学級講座、教室を含む H１９年度 ①

家庭・教育関係
講座等受講者率

２．６人～２４．３人 首長部局の学級講座、教室を含む H１９年度 ①

職業関係講座等
受講者率

０．０４９人～
０．９５人

首長部局の学級講座、教室を含む H１９年度 ①

市民意識講座等
受講者率

１．４９人～
１５．３７人

首長部局の学級講座、教室を含む H１９年度 ①

指導者養成研修
講座等受講者率

０．６５人～４．１３人 行政職員対象の研修等を含む H１９年度 ①

「自治体の講座
や教室」の学習
率

１９．１％～５４．１％ 北海道、東北、関東、北陸、東山、東
海、近畿、中国、四国、九州・沖縄の
１０ブロックの集計結果

H２０年 ②

「同好者による
集まり、サークル
活動」の学習率

２１．８％～３７．９％ 同上 ②

高齢化率 １９．１％～２８．６％ 老年人口割合（６５歳以上） H２０年 ③

１人当たりの県
民所得

２，１５０千円～
３，５０９千円

H１８年 ③

県財政（行政）
の財政力指数

０．２３７～１．０１６ 基準財政収入額を基準財政需要額で除
して算出されたもの

H１９年 ③

県財政の人件費
割合

２３．７１％～
４６．２３％

対歳出決算総額 H１９年 ③

県財政の警察費
割合

４．０９％～
１１．５２％

対歳出決算総額 H１９年 ③
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受給対象者１人
当たり医療費

７１５，５６４円～
１，０８２，１５７円

老人医療受給対象者１人当たり H１９年 ③

県財政の老人福
祉費割合

３．３４％～６．０８％ 対歳出決算総額 H１９年 ③

１人当たりの社
会教育費

６．７千円～
２０．０千円

県・市町村財政合計
人口１人当たり

H１９年 ③

ボランティア活
動率

２０．８％～３４．４％ １５歳以上の年間活動率 H１８年 ③

刑法犯認知件数 ５．５４件数～
２２．９２件数

人口１００人当たり H２０年 ③

中高年就職率 ３．４％～９．６％ ４５歳以上の就職件数／求職者数 H１９年 ③
１勤労世帯当た
り実収入

４３６．９千円～
６５１．４千円

勤労者世帯１世帯当たり１ヵ月間 H２０年 ③

（受理日：２０１１年３月１４日）

生涯学習推進の効果に関する研究

―２３―




